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1は じめに
連結財務諸表は企業集団を対象として作成 される財務諸表のことをいう。そ
れはひとつの企業(法人)を対象 として作成される個別財務諸表 と対比される。
企業の規模が小さいときには個別財務諸表だけで十分である。 しかし,企業規
模が拡大 し,経営活動が多様化するにつれて,企 業は異 なる法人によって運営
されるようになる。そのような場合,企 業集団全体の経営状況を把握するため
に連結財務諸表が不可欠になる。
当然のことなが ら,財務諸表の発展は個別財務諸表から連結財務諸表へ と進
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行する。制度化 というのは法によって作成が義務づけられることを意味する。
わが国の連結財務諸表制度は証券取引法の上で行なわれている。商法上はまだ
連結財務諸表の作成が義務づけられていない。制度化 されたのは昭和52年から
である。平成11年からは連結財務諸表が個別財務諸表よりも重視 されるように
なった。
連結財務諸表制度の発展において,企 業会計審議会が公表 した3つ の意見書
はきわめて重要な役割 を果たした。本稿ではそれ らに焦点をあて,連 結財務諸
表制度がどのように生成 し,いかなる発展過程をたどったかを考察することに
したい。なお,3つ の意見書 とは,昭 和42年に公表された 「連結財務諸表に関
する意見書」,昭和50年に公表された 「連結財務諸表の制度化に関する意見書」,
および平成9年 に公表された 「連結財務諸表制度の見直しに関する意見書」を
さしている。
連結財務諸表の発展過程を3つ の意見書 と関連づけ,3つ の時代区分を示 し
たのが図表1で ある。啓蒙時代は制度化前の時代であ り,連結時代は連結財務
諸表が個別財務諸表 よりも重視 されるようになった時代 を示 している。
図表1連 結財務諸表制度の発展過程
昭和42年 昭和50年
見 書 見 書
平成9年
見 書
2啓 蒙時代
連結財務諸表の制度化にはさまざまな条件の整備が必要である。作成者 とな
る企業では実務経験 を積み重ねなければならない し,作成基準 となる連結財務
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諸表原則の設定 も必要になる。 さらには,連 結情報に対する利用者側のニーズ
も高まらなければならない。本節ではこうした準備段階の動きを追ってみたい
と思う。
(1)萌芽段階
古 くは戦前において,財 閥会社の本社により従属関係会社 を管理する目的で
連結財務諸表を作成 していた事実がある。連結決算の慣行は戦前の久 しい以前
にすでに芽生えていたといえよう1)。しかし,関心を集めるようになったのは
第二次大戦後のことである。
「企業会計原則」が設定されたのは昭和24年である。それには連結財務諸表
に関す る基準 は見当た らない。「企業会計原則」に大 きな影響 を与 えた といわ
れ るサ ンダース,ハ ッ トフ ィー ル ドお よび ムーア に よる 「会 計 原則 書
(AStatementofAccountingPrinciples)」には,4つ の連結財務諸表原則が
含 まれていた。「企業会計原則」の関係者は連結原則 をあえて取 り入れなかっ
たわけである。
昭和35年6月22日に公表 された連続意見書(「企業会計原則 と関係諸法令 と
の調整に関する連続意見書」)の前文において,連 結財務諸表は12の検討課題
のひとつにあげ られていた。しかし,その後に公表されたのは2つ だけであ り,
連結財務諸表に関する連続意見書はついに公表されなかった。連結財務諸表に
関する法令そのものがなかったわけであるから,調整の必要性もなかったので
あろう。
わが国の企業が内部管理目的ではなく,外部報告目的で連結財務諸表を作成
したのは,ADR(米 国預託証券)やEDR(ヨ ーロッパ預託証券)の 発行会
社がおそらく最初 といえよう。その先陣 となったのがソニーである。同社 は昭
和36年6月15日にADRを 発行 し,時価発行増資による資金調達を実施 した。
その結果,連結財務諸表をSEC(米国証券取引委員会)に提出することとなっ
1)黒澤清,連 結財務諸表総説,『企業会計』第19巻7号,昭和42年6月,26-27ペー
ジ。
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た。しか し,そ うした会計実践は一部の大企業で行 なわれたにすぎなかった。
連結財務諸表 に対する重要性が一般に注 目されるようになったのは,昭和39
年から40年にかけて多発 した粉飾決算 をきっかけとする。サンウェーブ工業,
山陽特殊製鋼,厚 木ナイロン工業 といった会社が相次いで倒産し,子会社 を利
用 した粉飾の事実が明 らかになった。親会社の個別財務諸表だけを見ていたの
では企業集団の実態が明 らかにされない。監査を充実強化するためには,連 結
財務諸表の作成が欠かせないと判断された。
このような状況を背景 として,大 蔵大臣は昭和40年3月18日付で企業会計審
議会に対 してつぎのような諮問を行った2)。
「最近における企業経理及び公認会計士監査の実状 にかんがみ,監査態勢の
充実強化を図る方策の一環 として,下 記事項を諮問する。
記
←う 監査基準 ・監査実施準則 ・監査報告準則の改善
(=)連結財務諸表制度の検討」
諮問を受けた企業会計審議会は,ま ず監査関係の基準お よび準則を改訂し,
その後に連結財務諸表制度の検討に取 り掛かった。昭和41年7月5日に 「連結
財務諸表に関する意見書(仮 案)に ついて」ならびに 「連結財務諸表に関する
意見書(仮 案)」が公表された。 さらに,仮案の参考資料 として,「連結財務諸
表注解(暫 定案)」が配布 された3)。仮案および暫定案に対 しては各界か らさ
まざまな意見が寄せ られた。それ らを参考にしてまとめ られたのが昭和42年の
意見書である。
2)高 木清三郎,連 結財務諸表に関する意見書の審議概要,『企業会計』第19巻7号,
昭和42年6月,58ペー ジ。
3)仮 案および注解の原文ならびに解説については,つ ぎの文献を参照 されたい。
黒澤清,連 結財務諸表研究一連結財務諸表 に関す る意見書仮案 コメン トー,『企
業会計』 第18巻8号,昭和41年8月,14-23ペー ジ。
黒澤清,連 結財務諸表研究一連結財務諸表に関す る意見書仮案 コメン トにト,『企
業会計』 第18巻9号,昭和41年9月,12-26ペー ジ。
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(2)昭和42年の意見書
昭和42年5月19日に公表 された意見書は,「連結財務諸表に関する意見書 に
ついて」,「連結財務諸表に関する意見書」,および 「連結財務諸表に関する意
見書注解」から成っている4)。
同意見書では連結財務諸表の 目的をつぎのように規定 している。
「連結財務諸表は,企業集団を構成する会社の財務諸表を結合 して,個 々の
会社の財務諸表だけでは表わ し得ない企業集団としての経営成績及び財政状態
を適正に表示 しようとするものである。」
また,意見書の意義および今後の問題については,つぎのように述べている。
「今回の意見書は,連結財務諸表制度の実施にそなえての一応のガイ ドライ
ンを示 したものであつて,連 結慣行の育成等の環境の整備を無視 して,即 時実
施を企図 したものではない。今後,関 係当局が連結財務諸表制度を採用す る方
向において,所 要の環境の整備を図ることが期待 されるが,そ の制度化に当た
つては連結の範囲その他 について漸進的な経過措置が講ぜ られることになろ
う。」
わが国ではこれまで連結慣行がほとんど皆無に等しい状態であった。いきな
り制度化することは困難である。 とりあえずガイ ドラインを作成 し,連結慣行
の育成を目指 したのである。制度化のためには,つ ぎのような諸点について,
現行制度の改善が必要であると強調 された。
「1会 計期 間について1年 決算の慣行の普及を図ること。
2連 結財務諸表の制度化に関連 して,証 券取引法上の有価証券届出書,
有価証券報告書等の合理化,財 務諸表の様式の簡素化等を図ること。
3商 法の諸規定との調整を図ること。決算日か ら定時総会開催 日までの
期間の延長,1年 決算の採用 を容易ならしめる措置その他連結財務諸表
制度 を採用する方向において必要な措置について検討の要がある。
4税 法の諸規定との調整を図ること。連結納税申告制度を採用する方向
4)同 意見書はつ ぎの文献に収録 されている。新井清光編 『日本会計 ・監査規範形成
史料』 中央経済社,平 成元年,439-470ページ。
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においてその制度の具体的な内容について検討の要がある。」
当時,ほ とんどの企業は半年決算を採用 してお り,決算 日か ら定時総会開催
日までの期間は2ヵ 月であった。それ らが1年 決算にな り,3ヵ 月に延長され
るのは,昭 和49年の商法改正後である。
意見書では連結貸借対照表と連結損益計算書の作成基準 しか示 されていな
い。 したがって,こ れら2つ の計算書が連結財務諸表を構成 すると考えられて
いたようである。
連結範囲に関 しては,過 半数の株式所有によって判断する持株基準が採用 さ
れた。 ところが,前 年の仮案では,「過半数の株式 を実質的に所有する場合又
は会社が他の会社の取締役会の構成を支配する関係にある場合」 と規定されて
いた。すなわち,支配力基準 によっていたことになる。仮案の見直しにあたり,
連結の範囲は支配力基準か ら持株基準に変更されたのである。
支配会社の投資勘定 と従属会社の資本勘定 との差額 は連結調整勘定 とされ
る。それは一定年数内に償却することができるとされている。また,支 配会社
の持分に属 さない従属会社の持分は少数株主持分とされ,連 結貸借対照表上,
負債 と資本の中間に独立表示された。
(3)重要な子会社財務諸表の添付
証券取引審議会は昭和45年12月14日,「企業内容開示制度等の整備改善につ
いて」と題する報告書 を大蔵大臣に提出 した。そのなかで連結財務諸表につい
てはつぎのように述べ られている。
「最近顕著になりつつある企業の集団化現象の下においては,企業集団を構
成する会社の経営成績及び財政状態の良否を判断するためには,集 団化 された
すべての会社の財務諸表 を結合 した連結財務諸表が必要 と考 えられるので,欧
米諸国の例にならい,わ が国においても連結財務諸表制度をできるだけ早期に
採用することが望ましい。
しか しながら,現段階においては,連 結財務諸表を作成する会計慣行が一般
に普及 しておらず,ま た,1年 決算慣行の普及,財 務諸表の様式の簡素化等の
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環境整備がまだ十分でないので,さ しあたり,主要な子会社の財務諸表を有価
証券報告書に添付することとする必要がある5)。」
主要な子会社の財務諸表を添付するという提言を受けて,昭和46年7月改正
の証券取引法は重要な子会社の財務諸表を有価証券報告書に添付する規定を設
けた。 この規定は,「わが国での連結会計制度確立のワン ・ステ ップの意義を
もつもの6)」と理解 されている。 というのも,重要な子会社の財務諸表に代 え
て,連 結財務諸表の添付が認め られ,そ のことが連結慣行を促進すると期待 さ
れたためである。
重要な子会社 に該当するかどうかは,資 産基準 または売上高基準によ り15%
基準で判断された7)。この判断基準は,その後10%基準に変更されるとともに,
利益基準が追加 された。
少 し遡るけれども,証 券取引法の改正が審議されたさい,衆 議院大蔵委員会
はつ ぎのような附帯決議 を行った(昭和46年2月12日)。
「最近における資本取引の自由化,証券市場の国際化のす う勢に対応 し,政
府は,本 法の運用にあたつて投資者保護につ き一層留意するとともに,左 記事
項について更に検討を行 うべ きである。
一 投資者に対する企業内容開示の趣旨を一層徹底するため,有価証券届出
書,同 報告書等の開示書類に関し,連結財務諸表制度の採用,監 査基準の
整備等を図ること。
(以下略)8)」
その結果,企 業会計審議会は同年6月22日,大蔵大臣か ら,証券取引法に基
づ く企業内容開示制度を一層充実強化する方策の一環として,連 結財務諸表の
5)奥村光夫,「企業内容開示制度等の整備改善」について,『企業会計』第23巻2号,
昭和46年2月,112ペー ジ。同論文には報告書の全文が収録されている。
6)會 田義雄著 『連結財務諸表論』国元書房,昭 和49年,50ペー ジ。
7)鈴 木敬治,重 要な子会社の実態分析一東証第1部 ・第2部 上場会社(昭 和47/4
～8期 決算)を 中心 として一,『会計 ジャーナル』第5巻3号,昭 和48年3月,73
ページ。
8)黒 澤清編著 『解説連結財務諸表原則』中央経済社,昭 和51年,158ペー ジ。
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制度化について諮問を受けたわけである。この諮問に対す る答申が昭和50年の
意見書になる。
3制 度化時代
連結財務諸表が制度化 されたのは昭和52年のことである。本節ではその前後
の状況について考察す る。主な論点としては,制 度化以前の連結実務慣行の実
態,諮 問から答申まで4年 の歳月を要 した理由,昭 和50年の意見書の内容,お
よび制度化後の弾力的な運用方法が取 り上げられる。
(1)4つの連結実務慣行
昭和42年に意見書が公表されて以降,連 結実務慣行は徐 々に形成 されていっ
た。その実態はおお よそつぎの4つ の方向で認め られるといわれている9)。
第1の 方向は,ADRやEDRの 発行のため,SECへ提示する財務報告 とし
ての連結財務諸表の作成実務である。
第2の 方向は,企 業 グループ集団の管理 目的のために,自 由意思の下に連結
会計をしている実務である。いわば内部 目的の自由型の連結財務諸表作成の慣
行である。
第3の 方向として東京証券取引所の個別契約による連結会計の実務が加わっ
た。この東証の連結会計の実務 とは,東 京証券取引所の判断によって,新 規上
場 ないし二部市場上場か ら一部市場上場への指定替等の際に個別契約にもとづ
き,連結財務諸表の作成提示が要求される慣行である。
第4の 新 しい方向として昭和46年7月から施行されている 「重要な子会社」
の財務諸表の添付制度が加わった。 しかも,この重要な子会社の個別財務諸表
の添付に代 えて連結財務諸表を提示することもさしつかえないとされている。
昭和47年頃の実態調査によれば,第1の 方向で28社,第2の方向で24社,第
9)會 田 義 雄,前 掲 書,37ペ ー ジ。
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3の方向で10数社になる。さらに,第4の 方向で連結財務諸表を添付する会社
は10社になっている10)。
いずれにしてもそれほ ど多いとはいえない。ごくわずかの会社が連結財務諸
表を作成す る慣行をもっていたにすぎない。制度化の即時実施は明 らかに無理
な状況にあったといえよう。
意見書の答申まで4年 間を要 したのにはそれなりの理由があった。それは企
業会計審議会で別に審議すべ き緊急の課題が発生したためである。ひとつは外
国為替換算基準の問題である。外国為替相場の変動に対処するため,個 別意見
の第三(昭和46年9月21日),第四(同年12月24日),第五(昭和47年7月7日)
および第六(昭 和48年3月29日)が順次公表 された。
いまひとつは 「企業会計原則」の修正問題である。昭和49年の商法改正によ
り,商法監査 と証券取引法監査の一元化が実現 した。そのため,「企業会計原則」
の方で も歩み寄 りが必要とされた。 この とき,大部分の企業が1年 決算 に移行
し,決算 日から株主総会開催 日まで3ヵ 月に延長されたことはすでに述べた。
制度化の環境は整備されつつあったわけである。
(2)昭和50年の意見書
企業会計審議会は 「連結財務諸表の制度化に関する意見書」を昭和50年6月
24日にようや く公表 した。同時に,「連結財務諸表原則」 と 「連結財務諸表原
則注解」が公表された。同意見書はつぎのように述べている。
「企業内容開示制度における連結財務諸表 としては,わ が国における会計慣
行の現状か らみて,当 面,個 別財務諸表を補足 して企業集団に関する財務情報
を提供する観点か ら,有価証券報告書及び有価証券届出書の添付書類 として提
出する方法によることが適当であると考える。」
添付書類 として提出するということは,有 価証券報告書等 と同時に作成する
必要がない ことを意味する。提出期限に余裕をもたせることが可能になった。
10)同書,38,54ペ ー ジ 。
78 商 学 討 究 第50巻 第2・3号
また,連 結財務諸表の提出は昭和52年4月1日以後 に開始される事業年度から
とされた。 さらに,わ が国ではあまりな じみのない持分法や税効果会計の強制
適用を見送るなど,運用上の配慮 もなされた。
「連結財務諸表原則」は昭和42年の意見書で示されていた諸基準 を再検討 し
たものである。それは会社が連結財務諸表を作成するさいの基準になるととも
に,公 認会計士 または監査法人が監査をするさいの拠 り所 とされた。その構成
はつぎのようになっている。
第一 連結財務諸表の目的
第ニ ー般原則
第三 一般基準
第四 連結貸借対照表の作成基準
第五 連結損益計算書の作成基準
第六 連結剰余金計算書の作成基準
第七 連結財務諸表の注記事項
連結財務諸表の目的については,「支配従属関係にある二以上の会社か らな
る企業集団を単一の組織体とみなして,親 会社が当該企業集団の財政状態及び
経営成績を総合的に報告するために作成する」 と規定された。昭和42年の意見
書 と比較 して,親 会社の観点が明確 にされている。
連結の範囲については,議 決権の過半数を所有するか どうかで判断する持株
基準が継続 された。連結調整勘定 については,「容易 に原因分析がで きる場合
には,こ れを適当な科 目に振替えるもの とする」とされた。また,連 結調整勘
定は毎期均等額以上を償却 しなければならないとされた。なお,少 数株主持分
は負債の部に記載されることになった。
非連結子会社および関連会社に対する投資勘定は,連 結貸借対照表上,原 則
として,持分法により計算 した価額をもって計上 しなければならないとされた。
持分法 というのは,投 資会社が被投資会社の純資産および損益のうち投資会社
に帰属する部分の変動に応 じて,そ の投資勘定を各期ごとに修正する方法をい
う。持分法は連結と同一の効果を期待される方法であ り,本来,強 制 されるべ
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きである。 しかし,す でに述べたように,当 面その適用は強制 されないことと
なった。
関連会社 というのは,議決権の20%以上を所有し,かつ,人事,資金,技術,
取引等の関係を通 じて当該会社の財務および営業の方針に対 して重要な影響 を
与えることができる会社をいう。ここで もやは り持株基準が基本になっている。
連結剰余金計算書は新たに加 わった計算書であ り,「その他の剰余金」の増
減を示す計算書 とされている。その他の剰余金 というのは,資本準備金および
利益準備金以外の剰余金をさしている。
(3)弾力的運用の是正
連結財務諸表の制度化にともない,昭 和51年10月30日に 「連結財務諸表の用
語,様 式及び作成方法に関する規則」(大蔵省令)が 制定された。
第1回 の連結決算に関する調査資料によれば,3月期決算会社(1部 ・2部)
790社の うち,連 結財務諸表作成会社は337社(42.7%)であり,そのうち持分
法適用会社は39社(11.6%),税効果会計適用会社は51社(15.1%)となって
いる11)。
持分法の任意適用については,「従来の子会社 を子会社でな くして形式上関
連会社 に該当するもの とし,連結対象会社の数を著 しく縮小する企業集団が頻
出した12)」ため,非 難があびせ られた。持分法の強制適用は昭和58年4月1
日か ら実施された。
企業会計審議会は昭和61年10月31日に,「証券取引法 に基づ くデ ィスクロー
ジャー制度における財務情報の充実について(中 間報告)13)」という報告書
を公表 した。そこでは,①連結財務諸表の取扱い,② 資金繰 り情報の改善,③
セグメント情報の充実,お よび④ 四半期報告制度の導入が検討 された。
11)東京証券取引所上場管理室,連結財務諸表はどう作成 ・開示 されたか(資料),『企
業会計』第30巻11号,昭和53年10月,24ページ。
12)番場嘉一郎,第1回 連結決算 を顧みて,『企業会計』第30巻11号,昭和53年10月,
69ペー ジ。
13)同報告書は,新 井清光編,前 掲書,569-574ページに収録 されている。
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連結財務諸表に関 しては,提 出期限と開示内容が問題 とされた。提出期限に
ついては,特 例により,概ね1ヵ 月程度の延期が認められているけれども,つ
ぎのような提言 をしている。
「連結財務諸表は,そ の制度化以来ほぼ10年を経過 してお り,作成実務 も既
に定着 してきているところか ら,「当分の間」とされている特例 を存置する必
要性はもはやないものと考えられる。 したがつて,提 出期限の特例は,こ れを
廃止する方向で必要な措置をとるべきである。」
また,開 示内容 については,つ ぎのように述べている。
「財務情報 としての重要性に鑑み,こ れを更に充実する必要があるとの観点
か ら,連結財務諸表の記載 と併せて,企 業集団の状況及び業績の概要等の付随
情報について も開示 を行わせることが適当である。」
なお,添 付書類 としての位置づけについては,現 行のままとすることが適当
とされている。
さらに,③ のセグメン ト情報に関 しては,「連結財務諸表を対象 としてセグ
メントの単位等について も我が国の実情を十分考慮 しつつ,今 後具体的な検討
を進めることが適当である」 と述べている。
こうした提言を受けて,連 結財務諸表制度はつぎのごとく少 しずつ改善され
ていった14)。
昭和63年4月:連結財務諸表の提出期限の特例(事 業年度終了後4ヵ 月)の
廃止
平成3年4月:有 価証券報告書の添付書類であった連結財務諸表の有価証券
報告書本体への組入れ
平成5年4月:セ グメン ト情報の開示の導入および監査対象化
関連当事者 との取引や連結ベースの研究開発活動等の開示項
目の充実
平成7年4月:連 結子会社の範囲に関するいわゆる10%ルー ルの撤廃 に伴 う
14)広瀬義州編著 『連結会計入門』中央経済社,平 成10年,4ページ。
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連結範囲の拡大
制度化 といっても明 らかにさまざまな段階がある。それ らを一律に扱 うこと
は問題である。連結財務諸表制度が本格的に定着するためには長い年月を必要
とす るといえよう。
4連 結時代
企業会計審議会は,平 成9年2月7日 に公開草案15)を公表 したあと,同 年
6月6日 に 「連結財務諸表制度の見直 しに関する意見書16)」を公表 した。同
意見書の公表は従来の連結制度を大幅に変更する画期的な試みであった。それ
は連結時代の到来といっても過言ではない。本節では意見書の内容と今後の課
題について考察する。
(1)平成9年 の意見書
まず最初に,意 見書の基本的な特徴点を2つ指摘 してお きたいと思う。
ひとつは,個 別財務諸表 よりも連結財務諸表を重視するようになったという
点である。従来は個別が主であ り,連結が従であった。それが逆転 したわけで
ある。連結財務諸表の優位について,森 田教授はつ ぎのように説明 している。
「それは,財務諸表の役割一般について,個 別財務諸表に対する連結財務諸
表の優位 を認めたものでないことは当然である。あ くまで も投資情報 としての
個別財務諸表に対する優位であ り,しかも,そ れは優位であって,少 なくとも
現段階では個別財務諸表の投資情報 としての必要性 を否定 しているものではな
いのである17)。」
15)企業会計審議会,連 結財務諸表制度の見直しに関する意見書案(公 開草案),『企
業会計』 第49巻4号,平 成9年4月,付 録。
16)企業会計審議会,連 結財務諸表制度の見直 しに関する意見書,『企業会計』第49
巻7号,平 成9年7月,付 録。
17)森田哲彌 ・白鳥庄之助編著 『連結財務諸表原則詳解』中央経済社,平 成10年,4
ペーシ。
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いまひとつの特徴点は,連 結キャッシュ ・フロー計算書が新たに加 えられた
ことである。これにより,連結財務諸表は4つ の計算書から構成 されるように
なった。連結キャッシュ ・フロー計算書に関しては,連 結財務諸表原則とは別
に,平 成10年3月13日に 「連結キャッシュ ・フロー計算書等の作成基準の設定
に関する意見書」が公表されている。
連結財務諸表を作成するさいの基本的な考え方には親会社説と経済的単一体
説とがあるといわれる。平成9年 の意見書は,昭 和50年の意見書 と同様,親 会
社説を採っている。ただ し,親会社説を純粋 に貫いているわけではな く,経済
的単一体説的な考え方も一部取 り入れているといわれている。
連結の範囲については,持 株基準の代わりに支配力基準が採用された。その
判断は,議 決権の過半数を所有 しているか,あ るいは50%以下であっても,高
い比率の議決権を有 してお り,かつ,意 思決定機関を支配しているかどうか,
によって行なわれる。 また,関 連会社の範囲について も,持株基準ではな く影
響力基準が採用されている。
親会社の投資と子会社の資本 との相殺消去は,子 会社の資産および負債 を時
価評価 したあとで行なわれる。 したがって,そ の差額としての連結調整勘定は
買入のれんの性格をもつ ことになる。そこで,連 結貸借対照表上,借 方差額は
無形固定資産の区分に表示 される。連結調整勘定は,原 則 として計上後20年以
内に償却 しなければならないとされている。
少数株主持分は,負 債の部の次に区分 して記載 しなければならない。 したが
って,そ れは資本とも負債 とも区別 される性格を与 えられたことになる。
連結剰余金計算書は,「その他の剰余金」でな く 「連結剰余金」の増減を示
す計算書とされた。つ まり,利益準備金の表示区分 を廃止 し,利益の留保額を
連結剰余金 として表示することとされたのである。
税効果会計は全面適用 されることになった。税効果会計 というのは,会 計上
と税務上の収益 または費用(益 金または損金)の 認識時点の相違や,会 計上と
税務上の資産または負債の額に相違がある場合において,法 人税等を適切に期
間配分するための会計処理方法をいう。
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新 しい連結財務諸表制度は,平 成10年4月1日以後開始する事業年度か ら段
階的に実施され,平 成11年4月1日以後開始する事業年度か ら本格的に実施 さ
れることとなった。
(2)今後の課題
連結財務諸表制度に関して,今 後検討が必要 と思われる課題を3つ ほどあげ
てお くことにしたい。
第1に,日 本基準 とSEC基準のような二重基準にもとつ く連結財務諸表の
作成があげられる。ADRの 発行会社は,こ れまでSEC基準による連結財務
諸表を大蔵大臣に提出してきた。 しか し,平成13年か らは日本基準によって作
成 しなければな らな くなった。そこで,日 本基準 とSEC基準 により連結財務
諸表を作成する可能性が生 じてきた。一部の企業とはいえ,二 重基準にもとつ
く2種類の連結財務諸表が作成されることは,企 業にとって大きな負担 になる
だけでなく,利用者にとって も混乱 をまねくもとになる。どのように解決 した
らよいのであろうか。
第2に,連 結財務諸表制度 と商法の関係があげ られる。わが国の連結制度は
もっぱら証券取引法にもとついて形成されてきた。今 日まで,商 法は連結財務
諸表にあまり関心を示そうとしなかった。 しかし,商法 と証券取引法がそれぞ
れ別の道を歩み始めた現在,ど う対処 したらよいかを考えることは重要な課題
といえよう。
第3に,連 結納税申告制度を導入するか どうかという問題があげられる。こ
の制度については早 くから注目されてお り,すでに昭和42年の意見書で言及さ
れていた。それは企業にとってプラスになる面を多 くもっているといわれてい
る。 しか し,当局はまだ実施の決断をしていない。
5む す び
連結財務諸表制度の形成および展開過程において,企業会計審議会は常に先
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導役 を務めてきた。3つの意見書はそのことを明らかにしている。とりわけ,「連
結財務諸表原則」の意義は見落とすことがで きないと思われる。
そこで最後に,こ れまでの議論を図表2と してまとめてお くことにしたい。
図表2「 連結財務諸表原則」の変遷
昭和42年の意見書 昭和50年の意見書 平成9年の意見書
連結財務諸表の
体系
連結貸借対照表
連結損益計算書
連結貸借対照表
連結損益計算書
連結剰余金計算書
連結貸借対照表
連続損益計算書
連結剰余金計算書
連結キャッシュ ・フ
ロー計算書
連結の範囲 持株基準 持株基準 支配力基準
関連会社の範囲 持株基準 影響力基準
連結調整勘定と
その償却
支配会社の投資勘定
と従属会社の資本勘
定の差額
一定年数内に償却可
親会社の投資勘定と
子会社の資本勘定の
差額
原因分析がで きれ
ば,適当な科目に振
替える
毎期均等額以上を償
却
子会社の資産 ・負債
を時価評価したあと
の,親会社の投資と
子会社の資本の差額
原則として20年以内
に償却
少数株主持分の
表示
負債と資本の中間に
独立表示
負債の部 負債と資本の中間に
独立表示
税効果会計 任意適用 全面適用
